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議案第１号

令和７年度鳥取県一般会計予算

　令和７年度鳥取県の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３６５，０４９，２２９千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

（継続費）

第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の規定による継続費の

経費の総額及び年割額は、「第２表継続費」による。

（債務負担行為）

第３条　地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事

項、期間及び限度額は、「第３表債務負担行為」による。

（地方債）

第４条　地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表地方債」による。

（一時借入金）

第５条　地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

３５，０００，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第６条　地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額
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を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

⑴　各項に計上した給料、職員手当等、共済費、旅費（特別旅費を除く。）、需用費、

役務費並びに使用料及び賃借料に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内

でのこれらの経費の各項の間の流用

⑵　第１３款諸支出金各項に計上した予算額に過不足を生じた場合におけるこれらの経

費の各項の間の流用

　　令和７年２月２０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 県 税 60, 564, 323

１ 県 民 税 19, 878, 818

２ 事 業 税 15, 515, 263

３ 地 方 消 費 税 11, 423, 879

４ 不 動 産 取 得 税 928, 642

５ 県 た ば こ 税 606, 854

６ ゴ ル フ 場 利 用 税 82, 846

７ 軽 油 引 取 税 4, 530, 750

８ 自 動 車 税 7, 581, 806

９ 鉱 区 税 732

10 狩 猟 税 5, 935

11 産 業 廃 棄 物 処 分 場 税 8, 047

12 旧 法 に よ る 税 751

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 28, 985, 482

１ 地 方 消 費 税 清 算 金 28, 985, 482

３ 地 方 譲 与 税 13, 112, 821

１ 特 別 法 人 事 業 譲 与 税 11, 506, 636

２ 地 方 揮 発 油 譲 与 税 1, 380, 561

千円
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款 項 金　　　　額

３ 石 油 ガ ス 譲 与 税 48, 645

４ 自 動 車 重 量 譲 与 税 79, 678

５ 森 林 環 境 譲 与 税 79, 637

６ 航 空 機 燃 料 譲 与 税 17, 664

４ 地 方 特 例 交 付 金 300, 000

１ 地 方 特 例 交 付 金 300, 000

５ 地 方 交 付 税 144, 127, 000

１ 地 方 交 付 税 144, 127, 000

６ 交通安全対策特別交付金 130, 000

１ 交通安全対策特別交付金 130, 000

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 465, 025

１ 分 担 金 47, 997

２ 負 担 金 417, 028

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 3, 768, 119

１ 使 用 料 2, 900, 378

２ 手 数 料 867, 741

９ 国 庫 支 出 金 55, 711, 840

１ 国 庫 負 担 金 16, 445, 161

２ 国 庫 補 助 金 37, 687, 900

３ 委 託 金 1, 578, 779

10 財 産 収 入 1, 070, 502

１ 財 産 運 用 収 入 670, 375

千円
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款 項 金　　　　額

２ 財 産 売 払 収 入 400, 127

11 寄 附 金 646, 932

１ 寄 附 金 646, 932

12 繰 入 金 19, 193, 190

１ 特 別 会 計 繰 入 金 359, 380

２ 基 金 繰 入 金 18, 833, 810

13 繰 越 金 2, 000, 000

１ 繰 越 金 2, 000, 000

14 諸 収 入 6, 260, 995

１ 延滞金、加算金及び過料 33, 149

２ 県 預 金 利 子 96, 167

３ 公営企業貸付金元利収入 284, 000

４ 貸 付 金 元 利 収 入 860, 636

５ 受 託 事 業 収 入 1, 013, 274

６ 収 益 事 業 収 入 1, 455, 708

７ 雑 入 2, 518, 061

15 県 債 28, 713, 000

１ 県 債 28, 713, 000

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 365, 049, 229

千円
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　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 議 会 費 930, 132

１ 議 会 費 930, 132

２ 総 務 費 34, 789, 997

１ 総 務 管 理 費 13, 111, 576

２ 企 画 費 13, 919, 768

３ 徴 税 費 2, 118, 019

４ 市 町 村 振 興 費 1, 806, 951

５ 選 挙 費 527, 328

６ 防 災 費 2, 501, 473

７ 統 計 調 査 費 565, 269

８ 人 事 委 員 会 費 122, 115

９ 監 査 委 員 費 117, 498

３ 民 生 費 56, 206, 048

１ 社 会 福 祉 費 41, 639, 447

２ 児 童 福 祉 費 14, 138, 211

３ 生 活 保 護 費 416, 946

４ 災 害 救 助 費 11, 444

４ 衛 生 費 17, 284, 001

１ 公 衆 衛 生 費 3, 377, 609

２ 環 境 衛 生 費 4, 273, 488

千円
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款 項 金　　　　額

３ 保 健 所 費 1, 042, 689

４ 医 薬 費 8, 590, 215

５ 労 働 費 2, 225, 995

１ 労 政 費 951, 323

２ 職 業 訓 練 費 1, 174, 480

３ 労 働 委 員 会 費 100, 192

６ 農 林 水 産 業 費 25, 216, 926

１ 農 業 費 6, 261, 576

２ 畜 産 業 費 2, 238, 068

３ 農 地 費 5, 889, 333

４ 林 業 費 6, 905, 483

５ 水 産 業 費 3, 922, 466

７ 商 工 費 11, 970, 435

１ 商 業 費 4, 546, 129

２ 工 鉱 業 費 4, 886, 873

３ 観 光 費 2, 537, 433

８ 土 木 費 46, 722, 130

１ 土 木 管 理 費 1, 381, 220

２ 道 路 橋 り ょ う 費 23, 138, 332

３ 河 川 海 岸 費 12, 342, 394

４ 港 湾 費 4, 587, 787

５ 都 市 計 画 費 2, 365, 112

千円
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款 項 金　　　　額

６ 住 宅 費 2, 907, 285

９ 警 察 費 18, 719, 977

１ 警 察 管 理 費 15, 981, 849

２ 警 察 活 動 費 2, 738, 128

10 教 育 費 63, 827, 171

１ 教 育 総 務 費 10, 499, 238

２ 小 学 校 費 19, 044, 705

３ 中 学 校 費 12, 909, 397

４ 高 等 学 校 費 12, 095, 391

５ 特 別 支 援 学 校 費 6, 526, 879

６ 社 会 教 育 費 1, 806, 200

７ 保 健 体 育 費 945, 361

11 災 害 復 旧 費 7, 345, 998

１ 農林水産施設災害復旧費 3, 599, 658

２ 土 木 施 設 災 害 復 旧 費 3, 746, 340

12 公 債 費 50, 998, 888

１ 公 債 費 50, 998, 888

13 諸 支 出 金 28, 661, 531

１ 公 営 企 業 支 出 金 197, 152

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 11, 084, 468

３ 利 子 割 交 付 金 55, 597

４ 配 当 割 交 付 金 439, 252

千円
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款 項 金　　　　額

５ 株式等譲渡所得割交付金 484, 000

６ 法 人 事 業 税 交 付 金 1, 138, 336

７ 地 方 消 費 税 交 付 金 14, 503, 116

８ ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 57, 992

９ 環 境 性 能 割 交 付 金 321, 118

10 県 税 還 付 金 380, 000

11 自 動 車 取 得 税 交 付 金 500

14 予 備 費 150, 000

１ 予 備 費 150, 000

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 365, 049, 229

千円
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第２表　継　続　費　　

款 項 事　　業　　名 総　額 年度 年 割 額

２ 総 務 費 ２ 企 画 費 文 化 芸 術 拠 点 施 設 
環 境 整 備 事 業 費 
（とりぎん文化会館昇降機
設 置 工 事 ）

207, 719 7 83, 627

8 124, 092

文 化 芸 術 拠 点 施 設
環 境 整 備 事 業 費
（米子コンベンション
センター受変電設備
改修工事（真空遮断器等））

45, 052 7 18, 822

8 26, 230

４ 衛 生 費 ２ 環境衛生費
大山屋内駐車場泡消火設備 
改 修 工 事 費

343, 160 7 138, 030

8 205, 130

６ 農 林 
水 産 業 費

５ 水 産 業 費
試 験 船「 鳥 取 丸 」
代 船 建 造 事 業 費

2, 402, 264 7 722, 630

8 1, 438, 128

9 241, 506

９ 警 察 費 １ 警察管理費 警 察 財 産 管 理 費 201, 318 7 140, 922

8 60, 396

千円 千円
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第３表　債務負担行為

事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

ふ る さ と 納 税 促 進 事 業
令和８年度から
令和１０年度まで

寄附受付額1, 000円当たり100円を乗
じて得た額

税 務 シ ス テ ム 運 用 事 業 令和８年度 １９３, ０５０

ハイブリッドワーク推進事業
令和８年度から
令和１２年度まで ６５, ９２７

庁内ＬＡＮシステム管理運営事業 令和８年度から
令和１２年度まで ７９９, ９１３

電 子 決 裁・ 総 合 文 書 管 理
シ ス テ ム 事 業

令和８年度から
令和９年度まで １１, ００２

鳥取情報ハイウェイ管理運営事業
令和８年度から
令和１２年度まで １６, １５９

鳥取県自治体ＩＣＴ共同化
推進協議会による共同化事業

令和８年度から
令和１２年度まで ２１９, ４２０

総合行政・住基ネットワーク等
運 営 事 業

令和８年度から
令和１２年度まで ５０, １２９

移住定住受入体制整備事業
令和８年度から
令和９年度まで １５, ２５２

とっとり若者Ｕターン・定住
拡 大 事 業（ 鳥 取 県 未 来 人 材
育 成 奨 学 金 支 援 事 業 ）

令和８年度から
令和２１年度まで ２７０, ０００

公 民 連 携 推 進 事 業 補 助 令和８年度
補助金総額8, 000千円を限度として、
令和７年度に交付決定した額から令
和７年度に交付した額を差し引いた
額

地 域 バ ス 交 通 等 体 系 整 備
支 援 事 業 補 助

令和８年度
補助金総額254, 674千円を限度として、
令和７年度に交付決定した額から令
和７年度に交付した額を差し引いた
額

若 桜 線 維 持 存 続 事 業
令和８年度から
令和１８年度まで ６, ９３０

コミュニティ・ドライブ・シェア
（鳥取型ライド・シェア）推進事業

令和８年度 ３２０, ５３３

鳥取砂丘コナン空港管理費 令和８年度 ９３, ９４０

米子鬼太郎空港関係管理費
令和８年度から
令和１０年度まで ２８, １４３

鳥 取 砂 丘 コ ナ ン 空 港 を 
拠点とした賑わいづくり事業

令和８年度から
令和１１年度まで ３９６

千円
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事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

夢みなとタワー管理委託費
令和８年度から
令和１０年度まで １０, ２３０

給 与 等 管 理 費 令和８年度 ６０８

集 中 化 業 務 事 務 費 令和８年度 ２, ０９９

職 員 宿 舎 管 理 事 業 費 令和８年度 ３, ４９５

地震津波被害想定見直し事業 令和８年度 ５６, ４８０

災害対策本部防災ＤＸ機能強化事業 令和８年度から
令和１１年度まで ６０, ５４０

危機管理情報システム管理運営事業 令和８年度 ４２, ８１２

防災ＤＸ情報迅速発信事業 令和８年度 １３, ７４４

原 子 力 防 災 対 策 事 業
令和８年度から
令和１３年度まで ３０３, ７９６

文 化 芸 術 拠 点 施 設 運 営 費
令和８年度から
令和１０年度まで ４８, ８７３

ア ー ト な 鳥 取 創 出 事 業 令和８年度 ５８, ７３４

鳥 取 県 立 人 権 ひ ろ ば ２ １
管 理 運 営 費

令和８年度から
令和１０年度まで ２, ４７８

ス ポ ー ツ 推 進 基 盤 運 営 費
令和８年度から
令和１０年度まで ３７, ２４６

史 跡 公 園 運 営 管 理 費
令和８年度から
令和１０年度まで ２７, ３６６

鳥取県立福祉人材研修センター
管 理 委 託 費

令和８年度から
令和１０年度まで ４, ５３０

ひ き こ も り 支 援 推 進 事 業
令和８年度から
令和９年度まで ９２, ４６６

保 護 行 政 費
令和８年度から
令和９年度まで ２, ７４６

介護福祉士等修学資金貸付金
令和８年度から
令和１２年度まで ４３, ９５０

介 護 分 野 で 働 く 外 国 人 材
受 入 支 援 事 業

令和８年度から
令和９年度まで ４, ０００

介護人材確保緊急対策事業
令和８年度から
令和９年度まで １０, ４００

医師確保奨学金等貸付事業
令和８年度から 
令和１３年度まで ３４２, ０００

医師・看護職員確保・定着促進事業
令和８年度から 
令和１１年度まで １４, ４００

千円
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事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

精神保健福祉センター運営費
令和８年度から 
令和１２年度まで １, ６３４

県 立 看 護 学 校 学 務
シ ス テ ム 更 新 事 業

令和８年度から
令和１２年度まで ７, ７２５

私 立 幼 稚 園 等 施 設 整 備・
運 営 体 制 支 援 事 業

令和８年度から
令和１７年度まで ２, ３２２

こ ど も の 国 管 理 運 営 費
令和８年度から
令和１０年度まで ２３, ６４９

「シン・子育て王国とっとり」
保 育 人 材 確 保 強 化 事 業

令和８年度 ４, ３６９

社 会 的 養 護 自 立 支 援 拠 点
事 業 補 助

令和８年度から
令和３７年度まで

補助金総額9, 100千円を限度として、
令和７年度に交付決定した額から令
和７年度に交付した額を差し引いた
額

私立学校施設整備費補助金
令和８年度から
令和１６年度まで ８, ５１４

公立大学法人公立鳥取環境大学
運 営 費 交 付 金 等 事 業

令和８年度 １２, ０００

福祉相談センター管理運営費
令和８年度から
令和１２年度まで ３, ５０６

総 合 療 育 セ ン タ ー 費
令和８年度から
令和１２年度まで ９９０

地 域 資 源 活 用 エ ネ ル ギ ー
導 入 推 進 事 業 補 助

令和８年度から
令和９年度まで

補助金総額25, 000千円を限度として、
令和７年度に交付決定した額から令
和７年度に交付した額を差し引いた
額

企業の脱炭素経営促進事業
令和８年度から
令和９年度まで ６, ０００

衛生環境研究所管理運営費
（ＩＳＯ１７０２５認定維持
及 び 精 度 管 理 事 業 ）

令和８年度
委託料総額556千円を限度額として、
令和７年度に契約した額から令和７
年度に支出した額を差し引いた額

衛生環境研究所管理運営費
（ 分 析 機 器 整 備 事 業 ）

令和８年度から
令和１７年度まで ８８, ０４４

自然共生サイト推進事業補助 令和８年度
補助金総額7, 500千円を限度として、
令和７年度に交付決定した額から令
和７年度に交付した額を差し引いた
額

管 理 型 最 終 処 分 場
設 置 促 進 事 業 補 助

令和８年度から
令和１０年度まで

補助金総額2, 810, 587千円を限度とし
て、令和７年度に交付決定した額か
ら令和７年度に交付した額を差し引
いた額

管 理 型 最 終 処 分 場
設 置 促 進 事 業 貸 付 金

令和８年度から
令和１０年度まで

貸付金総額1, 419, 222千円を限度とし
て、令和７年度に契約した額から令
和７年度に貸し付けた額を差し引い
た額

千円



─  14 ─

事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

管 理 型 最 終 処 分 場
設 置 促 進 事 業 交 付 金

令和８年度から
令和１０年度まで

交付金総額700, 000千円を限度として、
令和７年度に交付決定した額から令
和７年度に交付した額を差し引いた
額

三湖沼水質浄化対策推進事業
令和８年度から
令和９年度まで ６３８

み ん な で 守 ろ う ！
持 続 可 能 な 水 循 環 事 業

令和８年度 ２１２

都 市 公 園 管 理 費
令和８年度から
令和１０年度まで ４９, ３５９

東 郷 湖 羽 合 臨 海 公 園
日本海エリアＰａｒｋ－ＰＦＩ
導 入 事 業

令和８年度から
令和２６年度まで ４５７, ００７

大 規 模 地 震 に 備 え た
住 宅 耐 震 化 促 進 強 化 事 業

令和８年度 ８３, ２０８

県 営 住 宅 維 持 管 理 事 業
令和８年度から
令和１４年度まで １９, ４２１

地域建築技能継承普及事業補助 令和８年度
補助金総額2, 000千円を限度として、
令和７年度に交付決定した額から令
和７年度に交付した額を差し引いた
額

とっとり住まいる支援事業補助 令和８年度
補助金総額111, 271千円を限度として、
令和７年度に交付決定した額から令
和７年度に交付した額を差し引いた
額

住宅セーフティネット支援事業 令和８年度
委託料総額4, 904千円を限度として、
令和７年度に契約した額から令和７
年度に支払った額を差し引いた額

と っ と り 健 康 省 エ ネ 住 宅
普 及 促 進 事 業 補 助

令和８年度
補助金総額115, 500千円を限度として、
令和７年度に交付決定した額から令
和７年度に交付した額を差し引いた
額

非 住 宅 Ｎ Ｅ － Ｓ Ｔ 等
普 及 促 進 モ デ ル 事 業 補 助

令和８年度
補助金総額54, 300千円を限度として、
令和７年度に交付決定した額から令
和７年度に交付した額を差し引いた
額

大山自然歴史館管理運営事業 令和８年度 ７２５

産 業 未 来 共 創 補 助
令和８年度から
令和１０年度まで

補助金総額380, 000千円を限度として、
令和７年度に交付決定した額から令
和７年度に交付した額を差し引いた
額

産業未来共創研究開発補助
令和８年度から
令和９年度まで

補助金総額100, 000千円を限度として、
令和７年度に交付決定した額から令
和７年度に交付した額を差し引いた
額

工 業 団 地 整 備 支 援 事 業
令和８年度から
令和２６年度まで ６９, ４０１

千円
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事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

社会・地域課題解決に資する
共創型企業誘致推進事業補助

令和８年度から
令和１０年度まで

補助金総額15, 600千円を限度として、
令和７年度に交付決定した額から令
和７年度に交付した額を差し引いた
額

創 薬　・ 医 療 産 業 の
ゆ り か ご 形 成 事 業
（利子補給・施設利用料補助）

令和８年度から
令和１２年度まで ５, ０５９

鳥 取 県 版 ス タ ー ト ア ッ プ
創 出 事 業 補 助

令和８年度から
令和１０年度まで

補助金総額18, 000千円を限度として、
令和７年度に交付決定した額から令
和７年度に交付した額を差し引いた
額

生 成 Ａ Ｉ 時 代 の Ｄ Ｘ！
飛躍的生産性向上推進事業補助

令和８年度から
令和９年度まで

補助金総額30, 000千円を限度として、
令和７年度に交付決定した額から令
和７年度に交付した額を差し引いた
額

企 業 自 立 サ ポ ー ト 事 業
（ 制 度 金 融 費 ）
に 係 る 損 失 補 償

令和７年度から、
金銭消費貸借に係
る契約書に定める
ところにより償還
が完了する日が属
する年度の翌年度
まで。ただし、条
件変更措置を受け
て貸付期間を延長
した場合は、その
延長した後の償還
が完了する日が属
する年度の翌年度
まで

鳥取県信用保証協会が金融機関に対
して行う代位弁済額から日本政策金
融公庫の保険金補填額及び全国信用
保証協会連合会の損失補償額を控除
した額の２分の１を限度とする額

海外ネットワークとの共創による
外 需 獲 得 推 進 事 業 補 助

令和８年度
補助金総額8, 000千円を限度として、
令和７年度に交付決定した額から令
和７年度に交付した額を差し引いた
額

労 働 者 福 祉 ・ 相 談 事 業 令和８年度 ２, １２７

職 業 訓 練 事 業 費
令和８年度から
令和１２年度まで １３１, ５６４

食の安全・安心プロジェクト
推 進 事 業 補 助

令和８年度から
令和１０年度まで

補助金総額16, 500千円を限度として、
令和７年度に交付決定した額から令
和７年度に交付した額を差し引いた
額

農 の 雇 用 ス テ ッ プ ア ッ プ
支 援 事 業 補 助

令和８年度
補助金総額42, 950千円を限度として、
令和７年度に交付決定した額から令
和７年度に交付した額を差し引いた
額

鳥 取 発！ア グ リ ス タ ー ト
研 修 支 援 事 業

令和８年度 ６, ９２０

農業金融利子補給等総合支援事業
令和８年度から
令和２７年度まで １１２, ３８０

千円
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事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

公 益 財 団 法 人 鳥 取 県
農 業 農 村 担 い 手
育 成 機 構 借 入 金 損 失 補 償

令和７年度から、
損失補償契約に定
めるところにより
損失補償をする日
の属する年度まで

融資元金20, 540千円について損失補
償契約に定める償還期限後、公益社
団法人全国農地保有合理化協会が弁
済を受けることができなかった元金
合計額（延滞金及び違約金を含む。）
に相当する金額

とっとり花回廊管理運営事業費
令和８年度から
令和１０年度まで ８９, ３９４

鳥 取 二 十 世 紀 梨 記 念 館
管 理 運 営 事 業 費

令和８年度から
令和１０年度まで １８, ４８９

県営地域ため池総合整備事業 令和８年度 ９７, ０００

県 営 農 業 用 河 川 工 作 物
応 急 対 策 事 業

令和８年度 １４１, ０００

ス ー パ ー 種 雄 牛 造 成 事 業
（新規県有種雄牛普及促進事業）

令和８年度から
令和９年度まで

県が行う新規県有種雄牛普及促進事
業に協力した和牛繁殖農家の対象種
雄牛の種付けにより出生した子牛の
販売価格が、せりの県外種雄牛産子
の雌雄別平均販売価格を下回った場
合において、せりの県外種雄牛産子
の雌雄別平均販売価格から当該販売
価格を減じた額

県 優 良 種 雄 牛 造 成 事 業
（ 後 代 検 定 牛 経 営 補 償 費 ）

令和７年度から、
現場後代検定推進
契約に定めるとこ
ろにより損失補償
をする日の属する
年度まで

県が行う種雄牛候補牛の現場後代検
定に協力した肥育農家が適正に飼育・
出荷した検定牛の販売価格が、再生
産可能な額を下回った場合において、
当該再生産に必要な額から出荷日の
３等級の枝肉の平均価格に出荷牛の
枝肉重量を乗じた額を減じた額

県 優 良 種 雄 牛 造 成 事 業
（ 改 良 基 礎 雌 牛 整 備 費 ）

令和８年度 ３２９

鳥取県版緑の雇用支援事業補助 令和８年度 ８, ５７４

とっとり出合いの森管理運営事業
令和８年度から
令和１０年度まで ３３, ２１３

二十一世紀の森管理運営事業
令和８年度から
令和１０年度まで ２, ８４７

公 益 財 団 法 人 鳥 取 県 造 林
公 社 の 日 本 政 策 金 融 公 庫
借 入 金 に 係 る 損 失 補 償

日本政策金融公庫
が公益財団法人鳥
取県造林公社に資
金を貸付けたとき
から、当該貸付金
の最終償還期限到
来後、10か月の期
間が満了し、日本
政策金融公庫が補
償の履行日として
指定する日まで

借入元本363, 502千円の償還期限到来
後10か月の期間満了の日 (以下「損
失確定日」という。)において、日本
政策金融公庫が弁済を受けることが
できなかった元利金合計額並びに遅
延損害金に相当する金額及び損失確
定日の翌日から補償履行日までの利
率年11. 0％に相当する利息

千円
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事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

造 林 公 社 等 未 来 の
豊 か な 森 林 づ く り 事 業

令和８年度から
令和２６年度まで １０５, ５６５

非住宅木材活用推進事業補助 令和８年度
補助金総額15, 917千円を限度として、
令和７年度に交付決定した額から令
和７年度に交付した額を差し引いた
額

き の こ 王 国 と っ と り
シ ェ ア 拡 大 推 進 事 業

令和８年度から
令和９年度まで ２０, ０００

世界に誇るべき「食パラダイス
鳥 取 県 」 推 進 事 業

令和８年度から
令和９年度まで １, ２００

気 候 ・ 風 土 に 適 応 し た
砂丘ラッキョウ・ナガイモの
安 定 生 産 技 術 の 確 立

令和８年度 １４９

中小家畜試験場管理運営費
令和８年度から
令和１５年度まで １０, ９５０

漁 業 金 融 対 策 費
令和８年度から
令和２７年度まで ９３, ７９０

と っ と り 賀 露 か に っ こ 館
管 理 運 営 事 業 費

令和８年度から
令和１０年度まで ４, ２５４

鳥 取 版 河 川 ・ 道 路
ボ ラ ン テ ィ ア 促 進 事 業

令和８年度から
令和９年度まで １４, ４００

道 路 メ ン テ ナ ン ス 事 業 令和８年度 １７０, ０００

除 雪 事 業（ 補 助 ）
令和８年度から
令和９年度まで １５２, ０００

除 雪 事 業 令和８年度 ２１, ０００

防 災　・ 安 全 交 付 金
（ 県 道 改 良 ）

令和８年度 １０６, ０００

防 災　・ 安 全 交 付 金
（ 河 川 改 修 ）

令和８年度 ４０, ０００

大 規 模 特 定 河 川 事 業 令和８年度 １３４, ０００

河 川 メ ン テ ナ ン ス 事 業 令和８年度 １２０, ０００

みなとさかい交流館管理運営費
令和８年度から
令和１０年度まで ３, ４６５

会 計 管 理 事 務 費 令和８年度 ５２, １３６

安 全 運 転 講 習 費 令和８年度 ７２６

警 察 情 報 シ ス テ ム 運 営 費
令和８年度から
令和９年度まで ９８５

警 察 財 産 管 理 費 令和８年度 １５８

千円
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事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

運転免許・認知症等運転者対策費
令和８年度から
令和１２年度まで １７, ６０５

捜 査 活 動 運 営 費
令和８年度から
令和１４年度まで ６２２, ３４９

装 備 費
令和８年度から
令和１２年度まで １２, ６７８

教 育 財 産 管 理 事 業 費 補 助
令和８年度から
令和１６年度まで

補助金総額6, 000千円を限度として、
令和７年度に交付決定した額から令
和７年度に交付した額を差し引いた
額

県立学校校庭芝生化推進事業費
令和８年度から
令和９年度まで ７, ７６２

鳥 取 県 公 立 学 校 教 員
奨 学 金 返 済 支 援 事 業

令和８年度から
令和１６年度まで １４, ４００

Ｉ Ｃ Ｔ 環 境 整 備 事 業
令和８年度から
令和１４年度まで １, １２７, ４８９

Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 推 進 事 業
令和８年度から
令和１０年度まで ３, ５５３

船上山少年自然の家運営費
令和８年度から
令和１０年度まで ２, ９９７

大 山 青 年 の 家 運 営 費
令和８年度から
令和１０年度まで ２, ９９７

生 涯 学 習 セ ン タ ー 運 営 費
令和８年度から
令和１０年度まで １２, ２３４

デ ジ タ ル 化 時 代 の
知 の 拠 点 づ く り 事 業

令和８年度から
令和１２年度まで ９４, ８１３

図 書 館 運 営 費
令和８年度から
令和１２年度まで ８, ０８４

企 画 展 開 催 費 令和８年度 ７０, ０００

千円



─  19 ─

第４表　地　方　債

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　　　率 償 還 の 方 法

会 計 管 理 費 17, 000 証書借入れ又は
証券発行の方法
により財政融資
資金その他より
借入れするもの
とする。ただし、
事業又は県財政
の都合により起
債額の全部又は
一部を翌年度に
繰り延べて起債
することができ
る。

10％以内（ただ
し、利率見直し
方式で借り入れ
る資金について、
利率の見直しを
行った後におい
ては、当該見直
し後の利率）

借入年度から１年
すえ置き、じ後29
年度間に償還する
ものとする。ただ
し、県財政その他
の都合によりすえ
置き及び償還年限
を短縮又は延長し
て起債し、あるい
はすえ置き又は償
還期間中であって
も償還年限を短縮
し、延長し、又は
繰上償還を行い、
若しくは借換えす
ることができるも
のとする。

財 産 管 理 費 114, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

公 文 書 館 費 1, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

計 画 調 査 費 736, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

ス ポ ー ツ 振 興 費 779, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

文 化 財 保 護 費 38, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

防 災 総 務 費 392, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

社 会 福 祉 総 務 費 2, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

児 童 福 祉 総 務 費 25, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

児 童 福 祉 施 設 費 151, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

予 防 費 112, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

難 病 対 策 費 6, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

千円
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　　　率 償 還 の 方 法

環 境 保 全 費 1, 247, 000 証書借入れ又は
証券発行の方法

により財政融資

資金その他より

借入れするもの

とする。ただし、

事業又は県財政

の都合により起

債額の全部又は

一部を翌年度に

繰り延べて起債

することができ

る。

10％以内（ただ
し、利率見直し

方式で借り入れ

る資金について、

利率の見直しを

行った後におい

ては、当該見直

し後の利率）

借入年度から１年
すえ置き、じ後29
年度間に償還する

ものとする。ただ

し、県財政その他

の都合によりすえ

置き及び償還年限

を短縮又は延長し

て起債し、あるい

はすえ置き又は償

還期間中であって

も償還年限を短縮

し、延長し、又は

繰上償還を行い、

若しくは借換えす

ることができるも

のとする。

病 院 費 251, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

鳥取看護専門学校費 17, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

職 業 訓 練 校 費 148, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

農 業 総 務 費 329, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

農 業 大 学 校 費 5, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

畜 産 振 興 費 317, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

土 地 改 良 費 239, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

農 地 防 災 事 業 費 128, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

林 業 振 興 費 11, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

造 林 費 226, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

林 道 費 146, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

治 山 費 563, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

水 産 業 振 興 費 53, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

千円
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　　　率 償 還 の 方 法

水 産 試 験 場 費 541, 000 証書借入れ又は
証券発行の方法

により財政融資

資金その他より

借入れするもの

とする。ただし、

事業又は県財政

の都合により起

債額の全部又は

一部を翌年度に

繰り延べて起債

することができ

る。

10％以内（ただ
し、利率見直し

方式で借り入れ

る資金について、

利率の見直しを

行った後におい

ては、当該見直

し後の利率）

借入年度から１年
すえ置き、じ後29
年度間に償還する

ものとする。ただ

し、県財政その他

の都合によりすえ

置き及び償還年限

を短縮又は延長し

て起債し、あるい

はすえ置き又は償

還期間中であって

も償還年限を短縮

し、延長し、又は

繰上償還を行い、

若しくは借換えす

ることができるも

のとする。

漁 港 建 設 費 472, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

水産基盤整備事業費 82, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

栽培漁業センター費 76, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

工 鉱 業 総 務 費 2, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

中 小 企 業 振 興 費 3, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

土 木 総 務 費 57, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

道路橋りょう維持費 2, 373, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

道路橋りょう新設改良費 3, 187, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

河 川 総 務 費 1, 431, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

河 川 改 良 費 1, 804, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

砂 防 費 2, 393, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

海 岸 保 全 費 289, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

港 湾 管 理 費 20, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

千円
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　　　率 償 還 の 方 法

港 湾 建 設 費 326, 000 証書借入れ又は
証券発行の方法

により財政融資

資金その他より

借入れするもの

とする。ただし、

事業又は県財政

の都合により起

債額の全部又は

一部を翌年度に

繰り延べて起債

することができ

る。

10％以内（ただ
し、利率見直し

方式で借り入れ

る資金について、

利率の見直しを

行った後におい

ては、当該見直

し後の利率）

借入年度から１年
すえ置き、じ後29
年度間に償還する

ものとする。ただ

し、県財政その他

の都合によりすえ

置き及び償還年限

を短縮又は延長し

て起債し、あるい

はすえ置き又は償

還期間中であって

も償還年限を短縮

し、延長し、又は

繰上償還を行い、

若しくは借換えす

ることができるも

のとする。

空 港 費 389, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

街 路 事 業 費 265, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

公 園 費 164, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

警 察 施 設 費 34, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

交 通 指 導 取 締 費 198, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

事 務 局 費 11, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

教 育 財 産 管 理 費 1, 661, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

教 育 セ ン タ ー 費 32, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

図 書 館 費 76, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

博 物 館 費 19, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

青少年社会教育施設費 116, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

生涯学習センター費 44, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

千円



─  23 ─

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　　　率 償 還 の 方 法

保 健 体 育 総 務 費 159, 000 証書借入れ又は
証券発行の方法

により財政融資

資金その他より

借入れするもの

とする。ただし、

事業又は県財政

の都合により起

債額の全部又は

一部を翌年度に

繰り延べて起債

することができ

る。

10％以内（ただ
し、利率見直し

方式で借り入れ

る資金について、

利率の見直しを

行った後におい

ては、当該見直

し後の利率）

借入年度から１年
すえ置き、じ後29
年度間に償還する

ものとする。ただ

し、県財政その他

の都合によりすえ

置き及び償還年限

を短縮又は延長し

て起債し、あるい

はすえ置き又は償

還期間中であって

も償還年限を短縮

し、延長し、又は

繰上償還を行い、

若しくは借換えす

ることができるも

のとする。

耕 地 災 害 復 旧 費 4, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

林道施設災害復旧費 57, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

治山施設災害復旧費 61, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

治山施設等災害関連事業費 105, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

漁港施設災害復旧費 87, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

建 設 災 害 復 旧 費 1, 330, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

港 湾 災 害 復 旧 費 118, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

空 港 災 害 復 旧 費 11, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

直 轄 道 路 事 業 費 3, 325, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

直 轄 河 川 事 業 費 510, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

直轄海岸保全事業費 116, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

直 轄 砂 防 事 業 費 323, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

千円
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　　　率 償 還 の 方 法

直 轄 港 湾 事 業 費 102, 000 証書借入れ又は
証券発行の方法

により財政融資

資金その他より

借入れするもの

とする。ただし、

事業又は県財政

の都合により起

債額の全部又は

一部を翌年度に

繰り延べて起債

することができ

る。

10％以内（ただ
し、利率見直し

方式で借り入れ

る資金について、

利率の見直しを

行った後におい

ては、当該見直

し後の利率）

借入年度から１年
すえ置き、じ後29
年度間に償還する

ものとする。ただ

し、県財政その他

の都合によりすえ

置き及び償還年限

を短縮又は延長し

て起債し、あるい

はすえ置き又は償

還期間中であって

も償還年限を短縮

し、延長し、又は

繰上償還を行い、

若しくは借換えす

ることができるも

のとする。

直 轄 空 港 事 業 費 87, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

直 轄 災 害 復 旧 費 200, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

千円

　ただし、各目的ごとの起債の額の合計は、歳入予算で定める県債の額を超えないものとする。
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議案第２号

令和７年度鳥取県用品調達等集中管理事業特別会計予

算

　令和７年度鳥取県の用品調達等集中管理事業特別会計の予算は、次に定めるところによ

る。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，０９３，３９１千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

（債務負担行為）

第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。

　　令和７年２月２０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治



─  26 ─

第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 事　　　業　　　収　　　入 2, 093, 340

１ 用 品 調 達 事 業 収 入 494, 108

２ 自 動 車 管 理 事 業 収 入 237, 263

３ 集 中 管 理 事 業 収 入 1, 361, 969

２ 諸 　 　 収 　 　 入 51

１ 雑 　 　 　 　 　 　 　 入 51

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 2, 093, 391

千円
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　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 事 　 　 業 　 　 費 2, 093, 391

１ 用 品 調 達 事 業 費 494, 108

２ 自 動 車 管 理 事 業 費 237, 263

３ 集 中 管 理 事 業 費 1, 362, 020

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 2, 093, 391

千円
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第２表　債務負担行為

事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

公 用 車 リ ー ス 料
（ 平 成 ２ ３ 年 度 契 約 分 ）

令和８年度から
令和９年度まで １，７８０

公 用 車 リ ー ス 料
（ 平 成 ２ ５ 年 度 契 約 分 ）

令和８年度から
令和９年度まで ５，６５６

公 用 車 リ ー ス 料
（ 平 成 ２ ７ 年 度 契 約 分 ）

令和８年度から
令和９年度まで ４，１２４

公 用 車 リ ー ス 料
（ 平 成 ２ ９ 年 度 契 約 分 ）

令和８年度から
令和９年度まで ２，２４８

公 用 車 リ ー ス 料
（ 令 和 元 年 度 契 約 分 ）

令和８年度から
令和９年度まで １９，３１８

公 用 車 リ ー ス 料
（ 令 和 ７ 年 度 契 約 分 ）

令和８年度から
令和１４年度まで ９０，５５８

千円
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議案第３号

令和７年度鳥取県公債管理特別会計予算

　令和７年度鳥取県の公債管理特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５９, ２２３, ７６８千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

（地方債）

第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすこ

とができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２

表地方債」による。

　　令和７年２月２０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 入 金 50, 978, 488

１ 一 般 会 計 繰 入 金 50, 978, 488

２ 県 債 8, 245, 280

１ 県 債 8, 245, 280

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 59, 223, 768

千円
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　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 公 債 費 59, 223, 768

１ 公 債 費 59, 223, 768

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 59, 223, 768

千円
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第２表　地　方　債

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　　　率 償 還 の 方 法

借 換 債 8, 245, 280 証書借入れ又は
証券発行の方法

により財政融資

資金その他より

借入れするもの

とする。ただし、

事業又は県財政

の都合により起

債額の全部又は

一部を翌年度に

繰り延べて起債

することができ

る。

10％以内（ただ
し、利率見直し

方式で借り入れ

る資金について、

利率の見直しを

行った後におい

ては、当該見直

し後の利率）

借入年度から１年
すえ置き、じ後29
年度間に償還する

ものとする。ただ

し、県財政その他

の都合によりすえ

置き及び償還年限

を短縮又は延長し

て起債し、あるい

はすえ置き又は償

還期間中であって

も償還年限を短縮

し、延長し、又は

繰上償還を行い、

若しくは借換えす

ることができるも

のとする。

計 8, 245, 280

千円
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議案第４号

令和７年度鳥取県給与集中管理特別会計予算

　令和７年度鳥取県の給与集中管理特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２８，５９３，６７０千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和７年２月２０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治



─  34 ─

第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 給 与 等 振 替 収 入 28, 593, 670

１ 給 与 等 振 替 収 入 28, 593, 670

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 28, 593, 670

千円



─  35 ─

　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 給 与 費 28, 593, 670

１ 給 与 費 28, 593, 670

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 28, 593, 670

千円



─  36 ─

議案第５号

令和７年度鳥取県国民健康保険運営事業特別会計予算

　令和７年度鳥取県の国民健康保険運営事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５１，１８３，４６９千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和７年２月２０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治



─  37 ─

第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 国民健康保険運営事業収入 51, 183, 469

１ 分 担 金 及 び 負 担 金 12, 369, 716

２ 国 庫 支 出 金 15, 043, 038

３ 療 養 給 付 費 等 交 付 金 1

４ 前 期 高 齢 者 交 付 金 19, 993, 263

５ 共 同 事 業 交 付 金 118, 911

６ 財 産 収 入 20, 749

７ 繰 入 金 3, 636, 771

８ 繰 越 金 1, 000

９ 諸 収 入 20

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 51, 183, 469

千円



─  38 ─

　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 国民健康保険運営事業費 51, 183, 469

１ 国民健康保険運営事業費 51, 034, 529

２ 総 務 費 138, 940

３ 予 備 費 10, 000

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 51, 183, 469

千円



─  39 ─

議案第６号

令和７年度鳥取県母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別

会計予算

　令和７年度鳥取県の母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５１，７２３千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

（債務負担行為）

第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。

　　令和７年２月２０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治



─  40 ─

第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 入 金 2, 526

１ 一 般 会 計 繰 入 金 2, 526

２ 繰 越 金 22, 729

１ 繰 越 金 22, 729

３ 諸 収 入 26, 468

１ 貸 付 金 元 利 収 入 26, 423

２ 雑 入 45

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 51, 723

千円



─  41 ─

　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金
貸 付 事 業 費 51, 723

１ 母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金
貸 付 事 業 費

51, 723

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 51, 723

千円



─  42 ─

第２表　債務負担行為

事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

修 学 資 金 等 貸 付 金
令和８年度から
令和１２年度まで ４９，０５０

千円



─  43 ─

議案第７号

令和７年度鳥取県中小企業近代化資金助成事業特別

会計予算

　令和７年度鳥取県の中小企業近代化資金助成事業特別会計の予算は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２３，６５５千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和７年２月２０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治



─  44 ─

第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 入 金 1, 316 

１ 一 般 会 計 繰 入 金 1, 316

２ 繰 越 金 225

１ 繰　　　   越　  　　 金 225

３ 諸 収 入 22, 114

１ 貸  付  金  元  利  収  入 22, 014

２ 雑　　　　　　　　 入 100

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 23, 655

千円



─  45 ─

　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 中 小 企 業 近 代 化 資 金
貸 付 事 業 費 23, 655

１ 中 小 企 業 近 代 化 資 金
貸 付 事 業 費

23, 655

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 23, 655

千円



─  46 ─

議案第８号

令和７年度鳥取県就農支援資金貸付事業特別会計予算

　令和７年度鳥取県の就農支援資金貸付事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２６，６５２千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和７年２月２０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治



─  47 ─

第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 　   越   　 金 13, 613

１ 繰   越   金 13, 613

２ 諸　　　　　収　　　　　入 13, 039

１ 貸 付 金 元 利 収 入 12, 921

２ 雑 　 　   　 　 　 　   入 118

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 26, 652

千円



─  48 ─

　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 就農支援資金貸付事業費 26, 652 

１ 就農支援資金貸付事業費 26, 652

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 26, 652

千円



─  49 ─

議案第９号

令和７年度鳥取県林業・木材産業改善資金助成事業特

別会計予算

　令和７年度鳥取県の林業・木材産業改善資金助成事業特別会計の予算は、次に定めると

ころによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８１，５１４千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和７年２月２０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治



─  50 ─

第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 　   入   　 金 1, 514

１ 一 般 会 計 繰 入 金 1, 514

２ 繰 　   越   　 金 38, 185

１ 繰 　 　 越 　 　 金 　38, 185

３ 諸　　　　　収　　　　　入 41, 815

１ 貸  付  金  元  利  収  入 41, 815

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 81, 514

千円



─  51 ─

　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 林業・木材産業改善資金
貸　 付　 事　 業　 費 81, 514

１ 林業・木材産業改善資金
貸　 付　 事　 業　 費

81, 514

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 81, 514

千円



─  52 ─

議案第１０号

令和７年度鳥取県県営林事業特別会計予算

　令和７年度鳥取県の県営林事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２１，６５０千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和７年２月２０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治



─  53 ─

第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 国   庫   支   出   金 8, 382

１ 国 庫 補 助 金 8, 382

２ 財     産     収     入 　21, 906

１ 財 産 売 払 収 入 21, 859

２ 財 産 運 用 収 入 47

３ 繰 　 　   入 　 　   金 91, 061

１ 一 般 会 計 繰 入 金 91, 061

４ 繰 　 　   越 　   　 金 1

１ 繰 　   越 　   金 1

５ 諸 　   　 収 　   　 入 300

１ 雑 　 　   　 　 入 300

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 121, 650

千円



─  54 ─

　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 県 営 林 事 業 費 78, 378

１ 職 　     員   　   費 36, 795

２ 保   育   事   業   費 17, 712

３ 処   分   事   業   費 　11, 717

４ 管   理   事   業   費 12, 154

２ 公 債 費 43, 272

１ 公   　   債 　     費 43, 272

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 121, 650

千円



─  55 ─

議案第１１号

令和７年度鳥取県県営境港水産施設事業特別会計予算

　令和７年度鳥取県の県営境港水産施設事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２８８，４０４千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

（債務負担行為）

第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。

　　令和７年２月２０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治



─  56 ─

第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 使 用 料 及 び 手 数 料 144, 056

１ 使 用 料 144, 056

２ 繰 入 金 138, 890

１ 一 般 会 計 繰 入 金 138, 890

３ 繰 越 金 1

１ 繰 越 金 1

４ 諸 収 入 5, 457

１ 雑 入 5, 457

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 288, 404

千円



─  57 ─

　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 事 業 費 258, 809

１ 事 業 費 258, 809

２ 公 債 費 29, 595

1 公 債 費 29, 595

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 288, 404

千円



─  58 ─

第２表　債務負担行為

事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

鳥 取 県 営 境 港 水 産 物
地 方 卸 売 市 場 指 定 管 理 料

令和８年度から
令和１０年度まで １３，６７４

千円



─  59 ─

議案第１２号

令和７年度鳥取県沿岸漁業改善資金助成事業特別会計

予算

　令和７年度鳥取県の沿岸漁業改善資金助成事業特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１０，１１３千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和７年２月２０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治



─  60 ─

第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 入 金 113

１ 一 般 会 計 繰 入 金 113

２ 繰 越 金 9, 720

１ 繰 越 金 9, 720

３ 諸 収 入 280

１ 貸 付 金 元 利 収 入 280

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 10, 113

千円



─  61 ─

　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 沿岸漁業改善資金貸付事業費 10, 113

１ 沿岸漁業改善資金貸付事業費 10, 113

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 10, 113

千円



─  62 ─

議案第１３号

令和７年度鳥取県港湾整備事業特別会計予算

　令和７年度鳥取県の港湾整備事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５１，８８５千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和７年２月２０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治



─  63 ─

第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 使 用 料 及 び 手 数 料 40, 456

１ 使 用 料 40, 456

２ 財 産 収 入 11, 195

１ 財 産 運 用 収 入 8, 486

２ 財 産 売 払 収 入 2, 709

３ 繰 入 金 233

１ 一 般 会 計 繰 入 金 233

４ 繰 越 金 1

１ 繰 越 金 1

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 51, 885

千円



─  64 ─

　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 事 業 費 51, 885

１ 事 業 費 51, 885

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 51, 885

千円



─  65 ─

議案第１４号

令和７年度鳥取県収入証紙特別会計予算

　令和７年度鳥取県の収入証紙特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，０００千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和７年２月２０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治



─  66 ─

第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 　 　 入 　 　 金 3, 000

１ 一 般 会 計 繰 入 金 3, 000

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 3, 000

千円



─  67 ─

　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 諸 　 支 　 出 　 金 3, 000

１ 償　　　 還　　　 金 3, 000

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 3, 000

千円



─  68 ─

議案第１５号

令和７年度鳥取県県立学校農業実習特別会計予算

　令和７年度鳥取県の県立学校農業実習特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５９，４１０千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和７年２月２０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治



─  69 ─

第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 財 産 収 入 43, 476

１ 財 産 売 払 収 入 43, 476

２ 繰 越 金 15, 913

１ 繰 越 金 15, 913

３ 諸 収 入 21

１ 雑 入 21

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 59, 410

千円



─  70 ─

　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 県 立 学 校 農 業 実 習 費 56, 410

１ 県 立 学 校 農 業 実 習 費 56, 410

２ 予 備 費 3, 000

１ 予 備 費 3, 000

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 59, 410

千円
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議案第１６号

令和７年度鳥取県育英奨学事業特別会計予算

　令和７年度鳥取県の育英奨学事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８７４，９８４千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

（債務負担行為）

第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。

　　令和７年２月２０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 入 金 216

１ 一 般 会 計 繰 入 金 216

２ 繰 越 金 284, 380

１ 繰 越 金 284, 380

３ 諸 収 入 590, 388

１ 貸 付 金 元 利 収 入 590, 388

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 874, 984

千円



─  73 ─

　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 育英奨学資金貸付事業費 874, 984

１ 育英奨学資金貸付事業費 874, 984

     

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 874, 984

千円
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第２表　債務負担行為

事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

育 英 奨 学 生 貸 付 金
（ 高 等 学 校 等 奨 学 金 ）

令和８年度から
令和１２年度まで ４２４，２００

育 英 奨 学 生 貸 付 金
（ 大 学 等 奨 学 金 ）

令和８年度から
令和１３年度まで ４９３，０２０

世 界 へ 羽 ば た く 人 材 育 成
奨 学 金 事 業

令和８年度から
令和１２年度まで ４９，５００

千円



企 業 会 計
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議案第１７号

令和７年度鳥取県天神川流域下水道事業会計予算

（総　則）

第１条　令和７年度鳥取県天神川流域下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　年 間 処 理 水 量　　　　　　　６，８５２，０００立方メートル

　⑵　一日平均処理水量　　　　　　　　　 １８，７７３立方メートル

　⑶　処理区域市町数　　　　　　　　　　　　　　　　　　４市町

　⑷　建 設 改 良 費　　　　　　　　　　　　 ６２８，４３５千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　収　　　　　　入

　第１款　流域下水道事業収益　　　　１，４５１，１５５千円

　　第１項　営　業　収　益　　　　　　 ７４０，０１６千円

　　第２項　営 業 外 収 益　　　　　　 ６７１，７５５千円

　　第３項　特 別 利 益　　　　　　　 ３９，３８４千円

　　　　　　　　支　　　　　　出

　第１款　流域下水道事業費用　　　　１，３６１，９９８千円

　　第１項　営　業　費　用　　　　　１，３０５，１５６千円

　　第２項　営 業 外 費 用　　　　　　　 １７，４５８千円
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　　第３項　特 別 損 失　　　　　　　 ３９，３８４千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

　出額に対し不足する額２３０，７９２千円は、過年度分損益勘定留保資金３，０９６千円、

　当年度分損益勘定留保資金１２０，１１９千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額３，３５６千円及び繰越利益剰余金処分額１０４，２２１千円で補てんする

　ものとする。）。

　　　　　　　　収　　　　　　入

　第１款　資 本 的 収 入　　　　　　　 ６３７，１１７千円

　　第１項　企 業 債　　　　　 ９３，０００千円

　　第２項　国 庫 補 助 金　　　　 ３９１，５００千円

　　第３項　建設事業費負担金　　　　 １１６，７５０千円

　　第４項　他 会 計 負 担 金　　　　　 ２３，７５０千円

　　第５項　他 会 計 補 助 金　　　　　 １２，１１７千円

　　　　　　　　支　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出　　　　　　　 ８６７，９０９千円

　　第１項　建 設 改 良 費　　　　 ６２８，４３５千円

　　第２項　企 業 債 償 還 金　　　　　 ９５，４７４千円

　　第３項　他会計借入金償還金　　　　 １４４，０００千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　　　　事　　　　　　項　　　　　　　　期　　間　　　　　　　　限　度　額
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　天神浄化センター空調設備改築　　　　令和８年度  462, 000千円

（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、５２９，２７９千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

　⑴　営業費用、営業外費用及び特別損失

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利　　率 償 還 の 方 法

建設改良費に充

当

93, 000 証書借入れ又は証券発
行の方法により財政融

資資金その他より借入

れするものとする。た

だし、事業又は県財政

の都合により起債額の

全部又は一部を翌年度

に繰り延べて起債する

ことができる。

10％以内（た
だし、利率見

直し方式で借

り入れる資金

について、利

率の見直しを

行った後にお

いては、当該

見直し後の利

率）

借入年度から１年すえ
置き、じ後29年度間に
償還するものとする。

ただし、県財政その他

の都合によりすえ置き

及び償還年限を短縮又

は延長して起債し、あ

るいはすえ置き又は償

還期間中であっても償

還年限を短縮し、延長

し、又は繰上償還を行

い、若しくは借換えす

ることができるものと

する。

千円
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ない。

　⑴　職 員 給 与 費　　　　 １８，３１８千円

（他会計からの補助金）

第１０条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

　　　　　　　　補 助 の 目 的

　⑴　流域下水道事業の経営基盤の強化に要する経費  ７８，９３１千円

　⑵　職員の児童手当に要する経費  ４８０千円

（利益剰余金の処分）

第１１条　繰越利益剰余金のうち１０４，２２１千円は、次のとおり処分するものと定める。

　⑴　減 債 積 立 金　　　　１０４，２２１千円

　　令和７年２月２０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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議案第１８号

令和７年度鳥取県営電気事業会計予算

（総　則）

第１条　令和７年度鳥取県営電気事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　年間販売電力量　　　　　　　　　　　　　　　　４０，２７１，９４２ｋＷｈ

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　収　　　　　　入

　第１款　電気事業収益　　　　　　２，３４８，８０６千円

　　第１項　営　業　収　益　　　　　２，０９４，８０４千円

　　第２項　営 業 外 収 益　　　　　　 ２５４，００２千円

　　　　　　　　支　　　　　　出

　第１款　電 気 事 業 費　　　　　　３，０４０，７０２千円

　　第１項　営　業　費　用　　　　　２，９７６，５２４千円

　　第２項　営 業 外 費 用　　　　　　　 ６４，１７８千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　収　　　　　　入

　第１款　資 本 的 収 入　　　　　　１，３７３，７５５千円
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　　第１項　企 業 債　　　　　 ６９３，８００千円

　　第２項　繰延運営権対価　　　　　 ６７９，９５５千円

　　　　　　　　支　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出　　　　　　１，３１８，０５５千円

　　第１項　建 設 改 良 費　　　　　 ６９３，８８５千円

　　第２項　企 業 債 償 還 金　　　　　 ６１５，８８６千円

　　第３項　そ の 他 投 資　　　　　　　 ８，２８４千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　　　　事　　　　　　項　　　　　　　　期　　間　　　　　　　　限　度　額

　消防用設備点検業務委託　　　　　　　令和８年度から　　　　　　 　 ７８０千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和９年度まで

　発電所保護継電器ほか点検業務委　　　令和８年度　　　　　　　 　６，４１８千円
　託

（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利　　率 償 還 の 方 法

電気事業費に充

当

693, 800 証書借入れ又は証券発
行の方法により財政融

資資金その他より借入

れするものとする。た

だし、事業又は県財政

の都合により起債額の

全部又は一部を翌年度

に繰り延べて起債する

ことができる。

10％以内（た
だし、利率見

直し方式で借

り入れる資金

について、利

率の見直しを

行った後にお

いては、当該

見直し後の利

率）

借入年度から１年すえ
置き、じ後29年度間に
償還するものとする。

ただし、県財政その他

の都合によりすえ置き

及び償還年限を短縮又

は延長して起債し、あ

るいはすえ置き又は償

還期間中であっても償

還年限を短縮し、延長

千円
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（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、６９３，８００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

　⑴　営業費用と営業外費用との間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経

費の金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれ

らの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　⑴　職 員 給 与 費　　　　　３０５，９８２千円

　⑵　交　　際　　費　　　　　　　　　 ５０千円

（他会計からの補助金）

第１０条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

　　　　　　　　　　補　助　の　目　的

　⑴　職員の基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費　　　　　８，４３７千円

　⑵　職員の児童手当に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　２，９４８千円

（たな卸資産購入限度額）

第１１条　たな卸資産の購入限度額は、７，０００千円と定める。

し、又は繰上償還を行

い、若しくは借換えす

ることができるものと

する。



─  82 ─

　　令和７年２月２０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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議案第１９号

令和７年度鳥取県営工業用水道事業会計予算

（総　則）

第１条　令和７年度鳥取県営工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　給水事業所数　　　　　　　　　　　　　１０６事業所

　⑵　年間総給水量　　　　１４，４４１，２２８立方メートル

　⑶　一日平均給水量　　　　　　　 ３９，３９０立方メートル

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　収　　　　　　入

　第１款　工業用水道事業収益　　　　 ５２１，１６１千円

　　第１項　営 業 収 益　　　　　 ３９０，６３９千円

　　第２項　営 業 外 収 益　　　　　 １３０，５２２千円

　　　　　　　　支　　　　　　出

　第１款　工業用水道事業費　　　　　 ７３１，２５２千円

　　第１項　営 業 費 用　　　　　 ６６７，９４１千円

　　第２項　営 業 外 費 用　　　　　　 ６３，３１１千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支
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　出額に対し不足する額１３８，８３２千円は、過年度分損益勘定留保資金１１７，７９１

　千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２１，０４１千円で補てんす

　るものとする。）。

　　　　　　　　収　　　　　　入

　第１款　資 本 的 収 入　　　　　　４８６，４５２千円

　　第１項　企　　業　　債　　　　２３１，３００千円

　　第２項　工 事 負 担 金　　　　　５８，０００千円

　　第３項　出　　資　　金　　　　１９７，１５２千円

　　　　　　　　支　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出　　　　　　６２５，２８４千円

　　第１項　建 設 改 良 費　　　　２８９，４４７千円

　　第２項　企 業 債 償 還 金　　　　３３５，８３７千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　　　　事　　　　　　項　　　　　　　　期　　間　　　　　　　　限　度　額

　工業用水利用促進事業費補助金　　　　令和８年度　　　　　　 　１０，５００千円

　消防用設備点検業務委託　　　　　　　令和８年度から　　　　　 　　 １２８千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和９年度まで

（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利　　率 償 還 の 方 法

工業用水道事業

費に充当

231, 300 証書借入れ又は証券発
行の方法により財政融

10％以内（た
だし、利率見

借入年度から１年すえ
置き、じ後29年度間に

千円
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（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、２３１，３００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

　⑴　営業費用と営業外費用との間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。

　⑴　職 員 給 与 費　　　　　　 １７，９２０千円

（他会計からの補助金）

第１０条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

　　　　　　　　　　補 助 の 目 的

　⑴　職員の基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費　　　　　 ３７７千円

資資金その他より借入

れするものとする。た

だし、事業又は県財政

の都合により起債額の

全部又は一部を翌年度

に繰り延べて起債する

ことができる。

直し方式で借

り入れる資金

について、利

率の見直しを

行った後にお

いては、当該

見直し後の利

率）

償還するものとする。

ただし、県財政その他

の都合によりすえ置き

及び償還年限を短縮又

は延長して起債し、あ

るいはすえ置き又は償

還期間中であっても償

還年限を短縮し、延長

し、又は繰上償還を行

い、若しくは借換えす

ることができるものと

する。
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　⑵　職員の児童手当に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　 ３６０千円

（たな卸資産購入限度額）

第１１条　たな卸資産の購入限度額は、２１，０００千円と定める。

　　令和７年２月２０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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議案第２０号

令和７年度鳥取県営埋立事業会計予算

（総　則）

第１条　令和７年度鳥取県営埋立事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　境港外港竹内地区埋立地売却面積　　　　　　３．１ヘクタール

　⑵　事業用借地権に基づく埋立地貸付面積　　　１４．８ヘクタール　

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　収　　　　　　入

　第１款　埋立事業収益　　　　　　 ５０７，４１１千円

　　第１項　営 業 収 益　　　　　 ４８０，２２６千円

　　第２項　営 業 外 収 益　　　　　   ２７，１８５千円

　　　　　　　　支　　　　　　出

　第１款　埋 立 事 業 費　　　　　　 ４４５，０８３千円

　　第１項　営 業 費 用　　　　　 ４１９，５３０千円

　　第２項　営 業 外 費 用　　　　　　 ２５，５５３千円

（資本的支出）

第４条　資本的支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的支出額１４７，９１２千円は、

　過年度分損益勘定留保資金１４７，９１２千円で補てんするものとする。）。
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　　　　　　　　支　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出　　　　　　　　　　　１４７，９１２千円

　　第１項　他会計からの長期借入金償還金　　　１４０，０００千円

　　第２項　利子補給金返還金　　　　　　　　　　　７，９１２千円

（一時借入金）

第５条　一時借入金の限度額は、８２，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

　⑴　営業費用と営業外費用との間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。

　⑴　職 員 給 与 費　　　　　　　　　 １７，５５９千円

（他会計からの補助金）

第８条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

　　　　　　　　補 助 の 目 的

　⑴　職員の基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費　　　　５３２千円

　⑵　職員の児童手当に要する経費　　　　　　　　　　　　　　１２０千円
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　　令和７年２月２０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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議案第２１号

令和７年度鳥取県営病院事業会計予算

（総　則）

第１条　令和７年度鳥取県営病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　病　　　床　　　数　　　　　　　　　　　　８２２床

　⑵　年 間 入 院 患 者 数　　　　　　　　 ２４２，５１０人

　⑶　年 間 外 来 患 者 数　　　　　　　　 ３２１，３５２人

　⑷　一日平均入院患者数　　　　　　　　　　　　６６４人

　⑸　一日平均外来患者数　　　　　　　　　　 １，３２８人

　⑹　主要な建設改良事業

　　　　医療機器備品　　　　　　　　１，６４５，８２９千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　収　　　　　　入

　第１款　病院事業収益　　　　　３１，５２６，３８２千円

　　第１項　医 業 収 益　　　　２７，７２２，１０２千円

　　第２項　医 業 外 収 益　　　　　３，５３２，２３９千円

　　第３項　特 別 利 益　　　　　　 ２７２，０４１千円

　　　　　　　　支　　　　　　出
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　第１款　病院事業費用　　　　　３３，４２６，７１６千円

　　第１項　医 業 費 用　　　　３２，８２２，１１２千円

　　第２項　医 業 外 費 用　　　　　　 ５５５，７６６千円

　　第３項　特 別 損 失　　　　　　　 ４８，８３８千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

　出額に対し不足する額１，６７６，８２８千円は、過年度分損益勘定留保資金１，６７６，

　８２８千円で補てんするものとする。）。

　　　　　　　　収　　　　　　入

　第１款　資 本 的 収 入　　　　　　２，５１５，８２６千円

　　第１項　企 業 債　　　　　１，４２５，７００千円

　　第２項　負 担 金　　　　　　 ６００，８６２千円

　　第３項　補　　助　　金　　　　　　 ４１２，２４３千円

　　第４項　一般会計精算金受入　　　　　　　 ７７，０２１千円

　　　　　　　　支　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出　　　　　　４，１９２，６５４千円

　　第１項　建 設 改 良 費　　　　　１，８８９，６０７千円

　　第２項　企業債償還金　　　　　２，３０３，０４７千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　　　　事　　　　　項　　　　　　　　期　　　間　　　　　　　　限　度　額

　中央病院看護衣賃借料　　　　　　　令和８年度から  75, 425千円
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和10年度まで

　中央病院医療機器（軟性膀胱鏡）　　 令和８年度から  3, 887千円
　賃貸借　　　　　　　　　　　　　　令和12年度まで

　中央病院薬剤管理指導支援シス　　　令和８年度から  12, 144千円
　テム保守業務委託　　　　　　　　　令和11年度まで

　中央病院免震部保守点検業務委　　　令和８年度から  1, 584千円
　託　　　　　　　　　　　　　　　　令和10年度まで

　中央病院ガンマカメラ保守点検　　　令和８年度から  11, 550千円
　業務委託　　　　　　　　　　　　　令和12年度まで

　中央病院人工呼吸器保守点検業　　　令和８年度から  1, 509千円
　務委託　　　　　　　　　　　　　　令和10年度まで

　中央病院手術支援ロボット保守　　　令和８年度から  80, 880千円
　点検業務委託　　　　　　　　　　　令和12年度まで

　中央病院一般撮影装置ＦＰＤ保　　　令和８年度から  1, 264千円
　守点検業務委託　　　　　　　　　　令和11年度まで

　厚生病院総合医療情報システム　　　令和８年度から  7, 590千円
　（電子カルテ）オフラインバッ　　　 令和10年度まで
　クアップ整備事業

　厚生病院マルチエアコン改修工　　　令和８年度  32, 540千円
　事

　文献検索サービス使用料　　　　　　令和８年度から  6, 190千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和11年度まで

（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利　　率 償 還 の 方 法

病院事業費に充

当

1, 425, 700 証書借入れ又は証券発
行の方法により財政融

資資金その他より借入

れするものとする。た

だし、事業又は県財政

10％以内（た
だし、利率見

直し方式で借

り入れる資金

について、利

借入年度から１年すえ
置き、じ後29年度間に
償還するものとする。

ただし、県財政その他

の都合によりすえ置き

千円
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（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、１，９００，０００千円と定める。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経

　費の金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれ

　らの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　⑴　職 員 給 与 費　　　　　１５，８４０，９５１千円

　⑵　交　　際　　費　　　　　　　　　　　８００千円

（他会計からの補助金）

第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

　　　　　　　補　助　の　目　的

　⑴　院内保育所の運営に要する経費　　　　　　　　　　　　２１，３２４千円

　⑵　医師及び看護師等の研究研修に要する経費　　　　　　　３９，２３９千円

　⑶　職員の共済費のうち追加費用に要する経費　　　　　　１７６，１０３千円

　⑷　職員の基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費　　２８３，０５７千円

　⑸　職員の児童手当に要する経費　　　　　　　　　　　　１９７，０３６千円

の都合により起債額の

全部又は一部を翌年度

に繰り延べて起債する

ことができる。

率の見直しを

行った後にお

いては、当該

見直し後の利

率）

及び償還年限を短縮又

は延長して起債し、あ

るいはすえ置き又は償

還期間中であっても償

還年限を短縮し、延長

し、又は繰上償還を行

い、若しくは借換えす

ることができるものと

する。
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（たな卸資産購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、 ９，７１７，２１４千円と定める。

（重要な資産の取得）

第１１条　重要な資産の取得は、次のとおりとする。

　　種　　類　　　　　　　　　名　　　　称　　　　　　　　　　　　　数　量

　医療機器備品　　　　　中央病院総合医療情報システム（電子カル  一　式

　　　　　　　　　　　　テ）端末等

　医療機器備品　　　　　中央病院放射線機器（スぺクトラルＣＴ）  一　式

　医療機器備品　　　　　中央病院生体情報モニタリングシステム  一　式

　医療機器備品　　　　　厚生病院磁気共鳴断層撮影装置（ＭＲＩ）  一　式

　医療機器備品　　　　　厚生病院血管撮影装置  一　式

　　令和７年２月２０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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